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《要 点》  

 
◆ 現在、世界的に移民や外国人労働者に対する関心が高まっている。先進国では全人

口に占める移民の割合はこの 60年で７％前後から約 10％にまで増えている。こう

したなか、先進国では移民が自国に与える影響について論争が激化している。 

◆ 経済学的にみると、マクロ経済面ではプラスとするものが多い一方、ミクロでみる

と、移民が就業するのと同じ仕事をしている人には不利益があるなど、様々な弊害

が指摘されている。また、マクロ経済で大きなプラスがあったとしても、政治的な

リスクも大きいという意見もある。こうしたなか、世界銀行は外国人労働者の受け

入れについて、その国にうまく対応できる適合性と、その国に貢献したいという動

機のマトリックスで考えることを提案しており、受け入れにはかなり細かい政策対

応が必要であることを示唆している。 

◆ 欧米の動向をみると、これまで移民の受け入れに寛容であったが、足元では状況が

変化している。例えば、米国のトランプ大統領選出、欧州における極右政党躍進の

背景には、外国人労働者に対する目線が厳しくなってきていることが指摘可能。こ

うしたなか、OECD 諸国では移民受け入れを選択的・限定的にする方向に。 

◆ わが国では、既に人口の３％程度の外国人が居住しており、OECD 平均よりは低

いものの、2070 年には 10％近くになるという予測もある。こうしたなか、外国人

労働者への対応について、時間的に余裕がある間に課題解決を進めることが重要で

ある。具体的な課題としては、①出入国在留管理庁やその他の官庁間の横ぐしが通

っていない、②日本に適合性・動機が高い人材を十分に誘致できていない、③既に

日本に滞在している外国人との統合政策が道半ばといったことが指摘できる。 

◆ 欧米の変化とわが国の課題からは（１）外国人政策の司令塔の設置と総合的・戦略

的な施策の立案、（２）日本就職の適合性・動機の高い人材の受け入れ、（３）社会

的統合政策の推進、（４）自国民に納得感のある不法移民への対応、等が重要であ

る。 

◆ わが国では、人手不足が深刻化するなか、受け入れ態勢が未整備なまま、なし崩し

的に外国人労働者が増加している。これは、日本人にとっても、外国人にとっても

不幸な状況である。両者が安心して生活をするためには、まずは体制整備が必要で

あり、それを怠っては、欧米のように国家分断を招くリスクがあることは十分留意

すべきである。拙速となることなく、十分に制度的な対応を行いながら、日本人・

外国人双方が納得できるように丁寧に進めるべき話である。 
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１．はじめに 

現在、世界的に移民や外国人労働者に対する関心が高まっている。IMF によると、出生国以外に

居住する者の数は 2019 年に世界全体で 2 億 7,000 万人に上った。1990 年以降、移民人口は 1 億

2,000 万人増加し、世界人口に占める移民の割合は過去 60 年にわたって 3%付近で推移している。

特に、先進国の全人口に占める移民の割合は 7%前後から約 10%に増えている。 

一般的に欧米先進国はこれまで移民に寛容であったといわれる。実際、歴史を紐解くと、欧州は、

第二次世界大戦後の復興に向けた労働力確保のために移民を多く受け入れてきた。また、米国は、

移民によって建国されたという経緯もあり、元来外国人を無制限に移民として受け入れていた。ま

た、彼らは人権に配慮している先進国という意識もあり、移民・難民の受け入れには比較的寛容な

スタンスをとっていた 

しかしながら、近年は、状況が変化している。例えば、米国でトランプ大統領選出の背景には、

移民問題があったことが指摘されている。さらに欧州においても、極右政党が議席を伸ばしている

が、そこには、雇用が外国人労働者に奪われることへの不安や、治安面の懸念などの要因がある。

特に、2015～16 年の欧州難民危機を経て、外国人労働者に対する目線が厳しくなってきている。 

また、移民人口の増加に伴い人口構造や国の骨格が変わってしまうことへの懸念から、移民問題

を「非伝統的な安全保障問題」と捉える見方も出ている。さらに、人権上保護すべき難民と仕事を

求め流入する移民の区別も困難になるという新たな問題も生じている。 

わが国は、既に人口の３％程度の外国人が居住している。OECD 平均よりは低いものの、2070

年には 10％近くなるという予測もある。こうしたなか、外国人労働者への対応について、時間的に

余裕がある間に課題解決を進めることが重要となっている。 

そこで、本稿では移民や外国人労働者の流入の政治、経済、社会的影響について、欧米の経験と

政策の方向性を踏まえ、わが国として必要な対応について纏めた。 

 

２．移民受け入れの影響～経済学等の観点から 

移民受け入れについては、経済学でも様々な研究が行われており、特に国際機関では非常に関心

が高いテーマである。 

マクロ経済学的には労働力の国際間移動はプラスの影響をもたらすとしている。例えば、この分

野で良く引用される Clemens（2011）では、労働者が自由に国境を超えるようになれば、世界の

GDP が 67～147％増になるとしている。また、IMF の Engler 等によるレポート（2020）等にお

いても、先進国では移民が短中期的に GDP を押し上げることを示しているほか、適切な政策を行

えば、国内労働者と移民労働者が労働市場に多様な技能をもたらし、それが相互に補完し合って生

産性を高める可能性も示唆している。さらに、移民によってもたらされる生産性の伸びが小さい場

合でも、国内労働者の平均所得を押し上げることが示されている。 

このようにマクロ経済的視点ではプラスの効果がみられるが、ミクロでみると様々な問題がある

ことが指摘されている。前述の IMF の報告では、移民が就業するのと同じ仕事をしている人には

不利益があることを指摘しており、あまり高学歴ではない、低技能の職種においてこの傾向が顕著

であるとしている。 
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次に医療・介護などの社会保障や教育に係る

財政負担をコストとして指摘する声もある。も

っとも、これは時間軸で考えていく必要がある。

移民として先進国に着いた直後には、すぐに労

働力となる年齢であることが多く、また既に一

定程度教育も受けているため、財政負担は小さ

い。しかし、移住先での生活が長くなり、家庭

を持ち、さらには仕事をリタイアする年齢とな

る。つまり、時間の経過とともに教育や社会保

障に関するコストが増えていく。 

さらに、移民の増加は政治的な混乱をもたら

すという指摘もある。友原(2020)では、もっと

も GDP が伸びないケース（60％増）でさえ、

途上国から先進国へ膨大な人口移動が起きると

いうシミュレーションが紹介されており、具体

的には、途上国から 56 億人の労働者とその家

族が移住するとしている。なお、このシミュレ

ーションでは先進国の人口を 11 億人としてい

る。この試算結果は極端ともいえるが、労働移

動が自由な世界においては、人口流入以前と国

の形が全く変わってしまうリスクを示している

といえる。 

一方で、移民について様々な考え方が広がる

なか、2023 年の世界開発報告は、外国人労働者

の受け入れについて、その国にうまく対応でき

る適合性と、その国に貢献したいという動機の

マトリックスで考えることを提案している。具

体的には、外国人労働者を適合性の高低・動機

の強弱の４つの象限で整理するというものであ

る。こうした整理に基づけば、一般的には、適

合性と動機が高い人に移住してもらうことへの

ニーズが受入国側において高いと考えられる。

実際、その部分においては移民の受け入れは便

益がコストを上回ることが期待される。一部の

研究者などから選民思想に繋がるとの批判もあるが、世界銀行は、４つの区分のそれぞれにおいて

必要な政策は異なるのであり、政策の最適化を図るためのツールとして使うべきとしている（図表

１）。このように移民についてメリット・デメリットがみられるなか、OECD 諸国全体の傾向とし

て、対象や滞在期間をコントロールする方向にある。具体的には、高学歴や高技能者を優先するな

ど、移民の選別色を強める傾向がみられる（図表２、３）ほか、永住型よりも滞在期間限定型を優
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の就業者）に占める割合。高技能労働者は国際標準職業
分類（ISCO）のスキルレベルが以上。
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（図表3）外国人労働者に占める高技能労働者
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（図表2）OECD加盟国の外国人労働者の学歴
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先するなど移民の定着を抑制しようとする動きもみられる（図表４）。 

 

 

 

 

 

３．欧米の経験 

 前述の通り、欧米諸国は移民について限定的・抑制的な対応を取り始めているが、そこには理論

的な面だけでなく、歴史的な経緯も大きな影響を与えている。ここでは欧米の経験を概観したい。 

 

（１） 欧州の経験 

①第二次世界大戦後から欧州難民危機までの経験 

EU 諸国は、第二次世界大戦の復興期に人手不足に直面したこともあり、外国人労働者の受け入

れに積極的であった。一方で当初は経済的な移民について、期間限定とすることを意図していた。

例えば、ドイツにおいては、1960 年代にトルコなどから期間限定で外国人労働者を受け入れる政策

であり、一定期間働いたら祖国に帰し、他の労働者を採用する制度（ローテーション原則）が取ら

れていたが、一度経験を積んだ労働者を企業側も離さず、結果的にそのまま定住し、家族を祖国か

らドイツに呼び寄せるようになった（ローテーション原則は 1973 年に終了）。また、難民について

も、東西冷戦下で共産圏からの亡命者を受け入れ、一時的に匿い、その後母国に帰国させたという

難民対応の歴史がある。その後、迫害や粛清を恐れ母国への帰還を望まない亡命者は恒久的に受け

入れた。 

しかし、1970 年代以降、オイルショック等を契機に欧州の経済情勢が悪化し、失業率が急上昇す

るなかでは、外国人労働力へのニーズが低下した。さらに、文化や宗教が異なる国々から多くの移

民や難民を受け入れた結果、社会統合に困難が生じるようになったことなどから、フランスやドイ

ツなどでは一転して移民の帰国奨励策が取られたものの、いったん定着した移民の帰国は進まなか

った。また、一定の条件の下で家族を呼び寄せる権利を与えられていることから、受入れ制限後も

移民は増え続けた。このため各国は移民受け入れの抑制に舵を切っていく。それに合わせ、国境の

入国管理、滞在許可などの管理の仕組みが導入されていった。 

その一方で、高度人材や労働力不足の分野への労働者の受け入れには積極的で、2009 年に欧州理
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（図表4）OECD諸国への労働移民の流入数
（万人）
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事会によって導入された EU ブルーカードは、通常の労働者ではなく専門家にのみ付与されるが、

これは EU 内において、知識レベルを高め、頭脳流出による空白を埋めることができる人材を引き

付けることを目的としている。 

2010 年代に入り、シリア内戦の激化を背景に、2015～16 年に、シリアや北アフリカから年間 100

万人もの大量の難民が欧州に押し寄せ、欧州難民危機が発生した。2021 年にはベラルーシのルカシ

ェンコ大統領はアフガニスタンやシリアの難民をあえて自国に受け入れて EU に送り込み、EU 側

を混乱させていた。人道を看板にしている西側諸国の体面を悪用した外交戦術であり、昨今、こう

した動きを、国際政治学者等は「難民の武器化」として新たな安全保障問題としている。 

2023 年にも同様の事態が発生し、難民申請をした人々の数が 2015～16 年の危機以来の 100 万人

を突破した。また、ＥＵ域外からの難民以外も含む移民の流入数は、23 年について、ウクライナか

らの避難民も加えると、700 万人に達した。経済的な理由とした移民と難民の差が分かりにくくな

っていることも欧州が外国人労働者受け入れを選別的にしている理由として指摘できる。 

 

②社会の反発と右派勢力の台頭 

欧州への移民や難民の流入増加によって、人々の間に雇用を奪われることや治安が悪化すること

に対する懸念が強まっている。また、移民の増加が激しい小国では、人口構造が不可逆的に変化し、

国の骨格が変わってしまうという危機感も生まれている。また、欧州各国では多文化共生に尽力し

たが、ドイツ語を話せない移民やその二世等が多く存在し、例えばドイツでは、失業率、学校の中

退率などがドイツ人の二倍近くなることが長期化した。こうしたなか、ドイツのメルケル首相が

2004 年と 2010 年に「多文化主義は失敗した」と発言したように、総じてみればうまくいっている

とは言えない状況にある。 

こうした不安、不満、懸念を背景に、各国で極右政党が台頭している。歴史的経緯から極右への

警戒感が強いドイツ、スペイン、ポルトガルや、移民に寛容な北欧諸国などにも右傾化は広がって

いるおり、各国の政権運営に大きな影響を与えつつある。 

また、欧州議会でも同様の傾向がみられ、右派ポピュリズム勢力が台頭している。今年 6 月の欧

州議会選挙では前回の選挙と同様に、欧州統合推進派の政党が過半数を制したものの、前回選挙で

急伸した統合反対派の右派ポピュリズム勢力も安定した支持を得ていることが示された。 

 

③厳格化する移民受け入れ 

欧州難民危機や国内の政治情勢の変化を受けて、欧州はこれまでよりも外国人労働者受け入れを

制限する方向にある。前述のように、EU 外からは高度人材に限定する傾向を強めるほか、中・低

技能は EU 外は極力減らし、EU 内の旧東欧の労働者をターゲットにする方向にシフトしている。

また、現地語力の欠如している外国人を招いた反省から、ドイツやフランスでは、中長期滞在が予

定される外国人に対して、数百時間の現地語の授業を保証するようになっている。また、難民につ

いても姿勢に変化がみられる。2024 年 6 月に EU で成立した新協定では、難民の庇護申請を受け

付けないとする対象国を数十カ国リストアップした。これらには不法な入国のほか、深刻な民族差

別や迫害といったことが過去数年発生していない国、経済的な目的で EU に入国している者が属す

る国が含まれる。このように、EU は本来の難民とは異なる状態の移民に対しては、難民としての

受入れを拒絶する姿勢を明確化させている。わが国では、特定の国に対して申請自体を受けつけな
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いといったことはなく、EU はわが国よりも難民に対して厳格な対応を行っているともいえる。ま

た、英国は、不法移民をアフリカのルワンダに強制移住させる法案を 2024 年 4 月に可決させてい

るが、英国はルワンダに経済援助を行い、二国間協定を結んだ上で不法難民を送るようにしている。

北欧諸国では、外国人労働者の滞在許可取得の最低賃金を大幅に引き上げるなど、受け入れ条件を

厳格化し、選択的移民政策の色彩を強めている。 

移民問題は様々な要素が複雑に絡む国際的な課題であり、受入国である EU だけで解決すること

はできない問題であるとの認識が高まっており、移民送出国、通過国との連携も模索するようにな

ってきている。 

 

（２）米国の経験 

①移民政策の変遷 

米国は、移民によって建国された国であり、元来外国人を移民として受け入れてきた。しかしな

がら外国人が増加する中、1880 年代以降は、徐々に選択的・制限的な受け入れに転じた。現行の移

民関係法の基礎となっているのは、1952 年制定の移民法及び国籍法で、従来からの出身国別割り当

てを維持しつつ、職業能力などで優先順位を設定しビザを割り当てる制度とした。1965 年の移民法

改正では、合法移民を中心とした諸政策を規定し、移民により離散した家族の呼び寄せ枠と、特定

の職能を持つ人を採用する雇用枠を基本的な枠組みとした。 

その後、1986 年の移民法改正では、国境管理の強化などによって新規の移民は極力抑制する一方

で、既に米国に在住している非合法移民については、一定の条件のもとで、合法的地位を与えた。

これによって移民問題解決が図られたが、結果的に、多くの移民が母国から家族を呼び寄せ、移民

人口の大幅な増加が続いた。 

1990 年代に入ると、景気後退が重なったこともあり、外国人労働者に職を奪われる不安や、外国

人の福祉ただ乗りへの不満から、移民に対する福祉制限や国境警備厳格化の方針が打ち出された。 

その後、2001 年の同時多発テロの発生によって米国では移民に対する一段と反発が強くなった。

ブッシュ政権下（2001～08 年）では、出入国管理の強化、不法移民の一斉検挙といった強硬な政

策が行われた。続くオバマ政権下でも、この方針は受け継がれ、大規模強制送還といった政策が続

けられる一方で、既に米国に居住している外国人については権利拡大も行われた。 

トランプ政権になると、これまでの移民の権利の段階的拡大方針を全面的に転換したほか、国境

の壁建設の強化、ムスリム諸国からの入国停止、難民受け入れ数の半減など、強硬策を進めた。 

バイデン政権においては、トランプ政権の反動やパンデミックの終息で移民が急増することを見

越して、ハリス副大統領に移民対策を担当させたが、米国内での対立は深く、目立った成果は上げ

られなかった。実際、バイデン政権においては、CBP-1 というスマホによる移民申請システムを導

入したが、この狙いは、リモート申請とすることにより、「国境に殺到する庇護申請者」というイメ

ージを払拭するという、移民問題の不可視化、いわば、「見えない化」を狙ったものであり、抜本解

決にはほど遠いものであった。 

このように、米国では、移民政策が左右にジグザグに進むもとで、深刻化しているのが混合身分

家族問題である(図表５)。非合法移民であっても米国出生の子供たちには市民権が与えられること

もあって、家族の中に市民、合法移民、短期滞在者、非合法移民が混在し、一たび検挙されれば、

家族離散となる問題である。人道的な観点からは一家が米国内にとどまれるようにすべきという意
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見があるものの、移民が増えることへの反発も強く、米国の分断の要因の一つとなっている。 

（図表３）外国人延べ宿泊者数の 19-23 年比較 

 

 

 

 

（資料）日本総合研究所作成 

 

②移民問題を巡る分断 

米国では、2000 年代までは、リベラルな民主党が移民を積極的に受け入れる一方、保守的な共和

党支持者の中にも、外国人労働力の確保を望む向きがあり、両党に妥協できる余地が存在した。し

かし、トランプ政権は、格差社会、財政赤字、治安問題等が深刻化するなか、人々の不満を扇動し、

問題を先鋭化させ、外国人労働者がそのスケープゴートにされる格好となった。それによって国内

の分断はさらに深まり、民主党と共和党の溝も深くなった。 

また、米国には不法移民であっても各種権利を認めるなど、不法移民に寛容な聖域都市と呼ばれ

る州や都市がある。ニューヨーク市等がそれにあたるが、2022 年春には、テキサス州等の不法移民

に対して厳しい措置をとる州から多くの移民が聖域都市にバスで送り込まれた。こうしたことも米

国の分断を生み出している。 

今回の大統領選においても移民問題は大きな論点となった。トランプ氏が勝利を収めたが、選挙

戦通じて移民の強制送還に言及しており、移民に対して厳しい対応を取ると予想される。もっとも、

米国経済は高度技術者だけでなく、エッセンシャルワーカーも移民に大きく依存しており、移民受

け入れの全面停止や大規模強制送還は経済を混乱させるリスクがある。経済成長を取るか、不満を

募らせる米国の世論をとるか、トランプ政権は非常に難しい選択に迫られる 

 

（３）欧米の経験のまとめ 

以上を踏まえると、米国と欧州は同じような経路をたどってきたことが分かる。具体的には、当

初は、人手不足等を理由に外国人労働者を積極的に受け入れてきたが、国内で受け入れ態勢が十分

に整備されていないうちに大量に受け入れた結果、景気悪化等を契機に外国人労働者への反発が強

くなった。当初は期間限定で受け入れたとしても、人道的な要因や外国人労働者が家族を呼び寄せ

る結果、いわば「なし崩し的に」永住していくようになる。そして、自国民が様々な不満をと募ら

せるなか、外国人労働者が人々の不満のスケープゴートとなる。その結果、極右的な動きが加速し、

国民の分断が加速する要因となる。そして右派と左派で政権交代のたびに場当たり的な対応を繰り

返した結果、問題は深刻化していく。その結果、足元では、オープンな外国人受け入れ策を失敗と

みなすようになり、多くの国では移民の受け入れを制限する方向へ転換している。具体的には、不

法移民の取り締まり強化や、高技能者に限定する「選択的な移民の受け入れ」が進むようになった。 

さらに難民問題が深刻化してきている。一般の移民と難民の区別が難しくなるなか、これを逆手

にとって、一部の国が難民を外交上の圧力の道具とする「難民の武器化」という、新たな安全保障

問題にも欧州等は悩まされる状況になっている。 

（図表５）混合身分家族問題（一例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

親：不法移民 

子：米国人 

（米国で生まれれば米国人：出生地主義） 

ひと一つのああ 

〇一つの家族の中に不法移民と合法 

的な国民が併存することとなる。 

〇不法移民の取締りによって親が強制 

送還されれば離散家族という人権の問 

題が発生 
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４．日本の現状 

（１）歴史的経緯等 

わが国は、歴史的に見て、狭い国土と多い人口

という構造が長く続き、明治期以降、移民を海外

に送り出す側であり、移民受け入れの歴史は浅い。

近年になって、農業等の一部の分野で人手不足が

深刻化するなか、非高度人材の受け入れが増加し

た。そのため、移民の受け入れについては経験が

少ない国となっている。 

日本政府は、移民政策を「国民の人口に比して、

一定規模の外国人や家族を期限なく受け入れる政

策」と定義し、移民政策は取らないとの立場を維

持している。これは入国時に期限のない滞在許可

（永住許可）は与えないという主旨であり、労働

者の受け入れは期限付きとなっている。 

こうした政策をとっているものの、在留外国人

数、外国人労働者数は右肩上がりとなっている（図

表６、図表７）。また、政府は、高度人材について

は 1999年頃から積極的に受け入れる一方、いわゆ

る未熟練の単純労働者については極力抑制する方

針であった。ただし、足元では、十分慎重に対応

するとしていた「単純労働者」についても「一定

の専門性・技能を有し即戦力となる外国人材を幅

広く受け入れていく」としており、門戸が開かれ

つつある（図表８）。 
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400

1990 95 2000 05 10 15 20

（資料）出入国在留管理庁「在留外国人統計」「旧登録
外国人統計」

（注）各年12月末時点。2024年は6月末時点。

（年）

（図表6）在留外国人数
（万人）
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（資料）厚生労働省「外国人雇用状況報告の結果について」
「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ」

（注）1993～2006年は6月初、2008年以降は10月末時点。
1990～92年、2007年は調査なし。

（年）

（図表7）外国人労働者数
（万人）

単純労働者高度人材

「いわゆる単純労働者の受入れについては
（中略）十分慎重に対応する」

「専門、技術的な能力や外国人ならでは
の能力に着目した人材の登用は（中略）
可能な限り受け入れる方向」

第6次雇用対策基本計画
（1988年）

「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

「専門的・技術的分野の労働者は可能な
限り受け入れることとし」

第7次雇用対策基本計画
（1992年）

「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

「専門的、技術的分野の労働者について
は可能な限り受け入れることとし」

第8次雇用対策基本計画
（1995年）

「いわゆる単純労働者の受入れについては（中略）
国民のコンセンサスを踏まえつつ、十分慎重に対応する」

「専門的、技術的分野の外国人労働者
の受入れをより積極的に推進する」

第9次雇用対策基本計画
（1999年）

「将来の労働力不足の懸念に対して（中略）外国人
労働者の受入れ範囲を拡大して対応するのではなく」

「専門的・技術的分野の外国人について、
我が国での就業を積極的に推進する」

雇用政策基本方針
（2008年）

「外国人労働者の受入れ範囲（中略）の拡大について
は（中略）国民的議論が必要である」

「企業の高度外国人材の活用を積極的
に推進する」

雇用政策基本方針
（2014年）

「従来の専門的・技術的分野における外国人材に加え、一定の専門性・技能を有し即戦力となる外
国人材を幅広く受け入れていく仕組みを構築する」

労働施策基本方針
（2018年）

（図表8）外国人労働者の受け入れに対する政府見解

（資料）厚生労働省
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専門的・技術的分野の在留資格

中技能労働者（特定技能）

未熟練労働者（技能実習）

（資料）出入国在留管理庁「在留外国人統計」「旧登録
外国人統計」

（注）各年12月末時点。1991年は欠損。斜線部は、「技能
実習」の前身にあたる「研修」。厳密には、就労が認めら
れる在留資格ではなく、「技能実習」と直接的な接続は不可。

（年）

（万人）

（図表9）在留外国人数
（就労を目的とした在留資格）

実際、最近の傾向をみると、中・低技能者が伸

びをけん引している（図表９）。その一方で、高度

技能人材と留学生については従来から積極的に受

け入れており、足元でも特区等を活用した新制度

を整備している（図表 10、11）。 

さらに、2018年に人材が不足している産業分野

での中程度の技能を有する人材を受け入れる「特

定技能」が創設された。特定技能 1号は在留期間

が最長 5年間であり、その後帰国することが前提

となっている。資格試験を経て 2号になると、家

族帯同が可能になり、在留資格更新の上限が撤廃

され、長期滞在、あるいは永住権を得るための要

件を満たすこともできる。足元では 2号滞在者は

まだ少数であるが、今後、徐々に増加していくと

みられる。 

 

 

また、2024年には「育成就労」が創設された。これは、かつての技能実習制度に代わって作られ

た新制度である。技能実習制度は、海外の若者を招き、技術・技能を習得し、母国に持ち帰っても

らうという国際貢献を目的としたものであったが、実態は労働力を確保する場となり、転籍制限な

どが人権侵害や法違反の背景・原因となっているとの批判を受けていた。また、日本に入国前に多

額の借金を抱えていることなども問題になっている。こうした批判を受けて、改正が行われた（図

表 12）。なお、育成就労は 2027年に正式開始であり、2030年までの 3年間は移行期間である。この

期間は両制度が併存することとなる。 

 

 

 

（図表11）国家戦略特区における在留特例措置

内容

家事支援

外国人材

 家事支援サービス企業に雇用される

 外国人の入国・在留が可能に

創業

外国人材

 日本での創業を希望する外国人に対し

 入国や事業所確保の要件を緩和

クールジャパン

外国人材

 クリエイターなどクールジャパン関連分野

 の外国人の受け入れを促進

農業支援

外国人材

 農業支援活動を提供する企業に雇用

 される外国人の入国・在留が可能に

外国人

美容師

 一定の要件下、日本の美容師免許を

 取得した外国人留学生に在留資格付与

外国人

エンジニア

 IT・半導体関連の産業分野で

 在留審査の迅速化および期間の明確化

（資料）内閣府

（図表10）高度外国人材誘致に向けた新制度

（資料）出入国在留管理庁

 特別高度人材制度（J-Skip）

在留資格  「高度専門職」

要件
 ①一定以上の学歴または職歴

 ②年収が2,000万円以上

優遇措置
 入国・在留手続きの優先処理や

 永住申請に要する在留期間の短縮など

 未来創造人材制度（J-Find）

在留資格  「特定活動」（告示51号）

要件

 ①世界ランキングで100位以内の大学を

    卒業・修了してから5年以内

 ②当面の生計維持費を有すること

優遇措置
 就職活動・起業準備活動中であれば、

 雇用契約がなくても最大2年間在留が可
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2023 年末の時点で日本に在留する外国人は 341 万人、人口比率は 2.7%と、OECD 加盟国の平均

10.4％を大きく下回っているものの、現在のような流入が続けば、2070年には日本の人口の外国人

比率は 1割近くに達するとの試算（国立社会保障・人口問題研究所）も出されている。一定のペー

スで外国人が増えていくという機械的な試算とはいえ、外国人比率 1割というのは日本の人口構成

に大きなインパクトをもたらすほどの劇的な変化である。 

こうしたなか、わが国としても、移民受け入れ先進国である欧米が直面している様々な経験、課

題や失敗を踏まえて対応を進める必要がある。また、わが国の外国人労働者に係る施策は、出入国

在留管理庁が中心となっているが、外国人に係る施策は各省庁でも関係する業務が存在するにも関

わらず、それらを総合的、戦略的に立案し、一元的に管理する司令塔はない（図表 13）。司令塔な

きままに、いわばなし崩し的に非高度人材の受け入れが拡大しているのが現状である。 

 

（図表12）特定技能と育成就労の創設

2018年
「特定技能」の創設

2024年
「育成就労」の創設

人手不足を理由とした非専門的・非技術的
分野の外国人労働者の受け入れを解禁

国際貢献の理念が形骸化していた技能実習
制度を廃止し、人材確保を目的とする新制度へ

介護 ビルクリーニング 工業製品製造業

建設 造船・舶用工業 自動車整備

航空 宿泊 自動車運送業 鉄道

農業 漁業 飲食料品製造業

外食業 林業 木材産業

対象16分野 技能実習

（資料）出入国在留管理庁
（注）法案が可決された年。

目的：人材育成を通じた国際貢献

実態：人材確保の手段

目的：人材育成と人材確保の両方

育成就労

かい離

（図表13）多文化共生施策の主な所轄官庁

文部科学省

・日本語教育の推進

・外国人の子の就学

促進やキャリア支援

・留学生の就職支援

など

厚生労働省

・外国人の子育て支援

こども家庭庁

法務省

・外国人の雇用管理

・医療機関の外国人

受け入れ環境の整備

・社会保障制度

に関する周知広報

など

・在留外国人の実態把握

・総合的な情報発信

・マイナンバーの活用 など

総務省

・生活オリエンテーション

に係る地方財政措置

・「災害時外国人支援

情報コーディネーター」

の養成 など

「司令塔」の不在

（資料）外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策
（令和６年度改訂）」「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップ」
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さらに、外国人に関する政府の統計が足りないことも指摘できる。例えば、雇用データもその一

つである。サンプルが少ないため、給与などが正確に把握できておらず、就業支援や待遇改善に向

けた政策立案の壁になっている。そして、司令塔がないだけでなく、外国人政策に関する基本理念・

基本法が不在の状況が続いている。仕組みと制度両面の対応が決定的に不足しているといえる。 

 また、外国人を多く送り出している国と二国間協定を結ぶ必要がある。それが無い現状では、移

民を出す国に管理を依頼することもできない。特定技能については、二国間協定を結ぶことも増え

ているが、その数はまだ 16ヵ国に過ぎない。 

 

（2）在留資格の現状 

外国人の就労が認められる在留資格には、①育成就労（旧技能実習制度）、②16 分野における労

働者である特定技能、③大学・大学院卒の最終学歴を持った技術者や専門職である高度外国人材、

④留学生などのアルバイトによる資格外活動、といった区分がある。 

上記の①～③については国として確立した制度であり、一定の監視体制が構築されている。また、

政府は、高度人材と留学生を積極的に受け入れてきた。しかし、高度人材や留学生の受け入れは国

際的な獲得競争が激しく、現時点ではアメリカの 1人勝ちであり、ヨーロッパ、日本は優秀な人材

の受け入れに苦戦している。そのため④については、日本語習得ができていない人材等が増えてい

るとの指摘があるほか、政府としても十分に把握ができていないという課題がある。専門学校等で

授業を受けるためには日本語検定 N１・N２以上の日本語力が必要であるが、日本語学校卒業生の

半分以上が N１・N２に合格にしないまま専門学校等に進学しているとの指摘もある。 

なお、難民については、2023年の入管法改正前には、難民認定申請を繰り返すことで退去を回避

する外国人などが存在した。また、収容施設での収容の長期化、難民などを確実に保護する制度が

不十分などの問題もあった。2023年の改正では、難民認定手続中は一律に送還が停止される現行入

管法の規定（送還停止効）を改め、３回目以降の難民認定申請者、３年以上の実刑に処された者、

テロリスト等については、難民認定手続中であっても退去させることが可能になった。ただし、３

回目以降の難民認定申請者でも、難民や補完的保護対象者と認定すべき「相当の理由がある資料」

を提出すれば、いわば例外中の例外として、送還は停止することとした。こうした法改正は、海外

では当然の対応であり、先進国全体として難民受け入れを厳格化の方向にある。 

 

（３）社会的統合政策の現状 

外国人政策は、入国管理と社会的統合政策（多文化共生政策）の 2つに分けられる。まず国境管

理においては入ってくる外国人数をコントロールしていくことが重要であるが、一度外国人労働者

として受け入れたのちは、社会統合を進めていく必要がある。 

政府は 2018年に、「外国人材の受け入れ・共生のための総合的対応策」を策定したほか、2022年

には日本の目指すべき共生社会の姿と中長期的課題を示した「外国人との共生社会の実現に向けた

ロードマップ」を策定しているが、これらが作成されたのはつい最近の話であり、具体策について

はまだ改善の余地がある状況である。また、欧米のように現地に溶け込めない移民二世・三世問題

も指摘されている。 
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（４）日本の課題 

以上の状況を踏まえると、わが国の課題として次の３点が指摘できる。第一は、出入国在留管理

庁があるものの、その他の官庁にも関連する業務が存在しており、その横ぐしが通っていほか、立

法的な手当も不十分であることである。第二は、欧米では、自国に適合性・動機が高い人材に限定

して受け入れようとしているが、わが国ではそうした対応が遅れており、なし崩し的に低・中技能

労働者が増えていることも指摘できる。第三は、既に日本に滞在している外国人の統合政策の歴史

が浅いため、実務的にはまだ改善の余地が大きいことである。まだわが国が受け入れている外国人

数が少ないため、問題は深刻化していないものの、このままでは欧米と同じような社会的な混乱が

起きる可能性は否定できない。その観点からは、まだ時間的な余裕がある現段階からに次章で示し

ている改革を行う必要がある。 

 

５．進めるべき政策について 

わが国は少子高齢化が続くなか、外国人労働者に期待する声も聞かれるようになっている。一方

で、これまで外国人労働者が少なかったため、受け入れに対して躊躇する意見も根強い。欧米の経

験をみても、必ずしも成功しているとは限らず、最近は国の分断の要因の一つになっている状況で

ある。また、その際、欧米の事情が国内に周回遅れや誤って伝えられるほか、メディアなどでアド

ホックに取り上げられることがあるが、海外の最新事情を正しく見極めていく必要がある。 

欧米の経験からは野放図に入れてしまえば国家が混乱するため、戦略的かつ選択的な受け入れを

している。また、移民二世問題などを考えれば、社会的統合政策の重要性も指摘できる。さらに、

不法移民に対しては毅然とした対応をとる方向にある。その観点からは、わが国に必要な施策とし

て（１）外国人政策の司令塔の設置と総合的・戦略的な施策の立案、（２）日本就労に対する適合性・

動機の高い人材の受け入れ、（３）統合政策の推進、（４）自国民に納得感のある不法移民への対応、

などが重要である。 

 

（１） 外国人政策の司令塔の設置と総合的・戦略的な施策の立案 

これまで、わが国には外国人労働者を管理する省庁はあっても、外国人、外国人労働者に係る施

策を総合的、戦略的に立案する司令塔機能を担い、一元的な行政を行う部署はなかった。このため、

様々な問題に対して、対症療法的な対応を続けている状況である。早急に、例えば、内閣府等に横

ぐし的な調整組織を置くといった、戦略的に政策を立案、実施できる行政組織を手当てし、適正な

管理を行える態勢を整備する必要がある。 

そして、司令塔を設置しても、立法的な対応が無ければ効果は発揮できないため、外国人政策に

ついて基本理念・基本法を制定する必要がある。 

 

（２） 日本就労に対する適合性・動機の高い人材の受け入れ 

欧米の移民政策は、近年、高技能者に限定する方向に変わってきている。わが国においても、外

国人労働者受け入れは、労働力不足への対応であることを考えると、前述の世界銀行の区分でいえ

ば、適合性と動機が高い人材、言い換えれば、日本社会に貢献を行える能力を持ちながら、意欲の

高い労働者を優先して受け入れ、また、国内で育成することが、日本だけでなく、外国人労働者に

とっても望ましい。 
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その観点では、特定技能よりも高度な技術を持つ特定技能２号に合格する労働者はまさにそうし

た人材であり、長期滞在や永住に値する人材である。特定技能 1号から 2号へ橋渡しをする教育方

法等を整備すべきである。 

逆に適合性、動機の低い人材の受け入れを回避し、あるいは帰国を促すためには、現行の外国人

受け入れ区分や基準を明確化していく必要がある。具体的には資格要件を適宜見直すほか、現在政

府が十分に把握できていない特定活動についてもきちんと対応を進める必要がある。 

 また、わが国の成長とイノベーションを促進していくうえで高度人材の確保は欠かせない。国際

的に人材獲得競争が激化している中で、外国人の高度人材を日本に呼び込むための施策を強化する

必要がある。国際的な人材誘致を強化するため、在留条件、永住条件や環境を改善していくととも

に、日本の魅力をより積極的に発信していく必要がある。なお、高度人材の誘致、活用に際しては、

経済安全保障の観点から、機微な情報を扱う分野ではセキュリティ・クリアランス制度を適用すべ

きことは当然である。 

一方で、頭脳流出も大きな問題である。外国人材だけでなく、日本の優秀な人材についても待遇

改善を図り、国外流出を防ぐことが重要である。 

 

（３）社会的統合政策の推進 

既に日本に居住している外国人がうまく日本社会に溶け込めるようにしていくことも重要な視点

である。その際、重要なポイントが日本語の習得である。欧州各国においても、移民に対する自国

語の教育が統合政策の柱になっている。意思疎通の円滑化、技能向上の促進という観点から、外国

人の日本語習得を促していくことが極めて重要である。しかし、実際には、日本語学校卒業生の半

分以上が専門学校等で授業を受けるために必要な日本語検定 N１・N２に合格せずに専門学校等に

進学しているとの指摘もある。欧州では現地語教育にかなり力を入れているが、こうした姿勢も学

ぶところが多い。 

2024年 4月から日本語教育機関認定法が施行されているが、そのもとで、日本語教育機関、教育

者の質の向上を着実に進めていくことが求められる。また、移民二世、三世の社会統合にも目配り

した対応が重要であり、とりわけ、語学教育の強化などを通じて日本社会にうまく溶け込める環境

を整備していく必要がある。 

 

（４）自国民に納得感のある不法移民への対応 

欧米の状況をみると、不法移民への反発が強い。そしてその不満が大きな政治的な混乱の要因の

一つとなっており、不法滞在者や不法就労者については、厳しい取り締まりが必要である。不法滞

在者が家族などを持てば、一層問題が深刻化する。足元では、欧米では不法移民への対応を厳格化

する方向にある。わが国としても欧米の状況を見ながら適切な対応をとっていく必要がある。 

また、不法移民への対応については、移民送り出し国との連携が欠かせない。特定技能における

二国間協締結国を増やしていくほか、他の形態についても二国間協定を締結していく必要もある。 

 

５．おわりに 

 外国人労働者の取り扱いについては各国とも苦労しており、全体的に、新たに入国する人材につ

いては、自国に適応できる人材に特化する、既に自国にいる人材については自国に円滑に溶け込め
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るようにするという方向性で話が進んでいる。つまり、自国にはコントロール可能な範囲でしか受

け入れないという形である。 

一方で、わが国では、人手不足が深刻化するなか、なし崩し的に広がってきているという現状が

ある。こうした状況は、日本にとっても、外国人にとっても不幸である。両者が安心して生活を送

らせるためには、まずは体制整備が必要であり、それが未整備なままで進めることは、欧米のよう

に国家分断となるリスクがあることは十分留意すべきである。拙速となることなく、十分に制度的

な対応を行いながら、丁寧に進めるべき話である。 

移民問題でよく指摘される警句がある。スイスの作家のマックス・フリッシュの「我々は労働力

を呼んだのが、やって来たのは人間だった」である。人々は低賃金かつ手頃な労働力を期待して外

国から人々を招く。しかしながら、彼らは人間である。日本に適合できるかは、その人の個性のほ

か、日本の態勢によるところも大きい。海外から来る労働者は「人間」であることを考えて、この

問題を考えなければならない。 

以 上 
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